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京都腎臓・高血圧談話会

「国策」となった糖尿病性腎症重症化予防と
JMAPの取り組み



今日お話しすること

１．糖尿病性腎症重症化予防 政策展開 -１
国策化の経緯 ～2016

２．糖尿病性腎症重症化予防 政策展開 -２
実地化の経緯と地域事例 2017～

３．重症化予防政策
今後の展開（見込み） 2020～





• がん

• 脳卒中

• 急性心筋梗塞

• 糖尿病 平成１９年(2007)

• 精神疾患 平成２５年(2013)

国民皆保険制度（の財政）を
救命する為の指定
（医療経済）

3大疾病５大疾病

透析開始原因の1位は 糖尿病性腎症 43.7%

不慮の死を回避
=患者救命

山形県 Ｈ27国保総医療費ベスト10

疾患名 費用額（円）費用割合

1位 高血圧症 5,366,678,340 6.3%

2位 統合失調症 5,359,880,540 6.3%

3位 糖尿病 4,647,944,630 5.5%

4位 慢性腎不全 3,490,417,220 4.1%

5位 脂質異常症 3,125,378,950 3.7%

6位 関節疾患 2,768,407,830 3.3%

7位 うつ病 2,519,282,100 3.0%

8位 不整脈 1,762,864,940 2.1%

9位 大腸がん 1,593,984,200 1.9%

10位狭心症 1,524,726,880 1.8%

患者の個別最適に加え 高齢化社会の全体最適も



H24/7

2012

2次予防
3次予防

なぜ 透析が？



H25/6

2013

2010 デジタルデータを利活用した 地域事例

国策

H18改定（2006）

レセプト電子化
加算

最優先施策（糖尿病性腎症）を把握

勉強会開催 2010/12/27



３次予防３次予防 ３次予防
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個別最適



疾病管理
MAP

腎症Ⅱ期

腎症Ⅲ期～

腎症Ⅰ期

糖尿病患者集団のデータヘルス(層別化)

患者データベースにより
腎症病期毎に最適な

重症化予防治療手法を開発

2011 (JMAPも)糖尿病性腎症の重症化予防手法開発を最優先課題に



eGFR 8.0

2011年８月には透析導入になる 透析導入回避！

ⅢｂⅢａ

急速進行する糖尿病性腎症の最新治療

６３歳 女性 Ⅱ型糖尿病 腎症Ⅲａ

ｅＧＦＲ

Ⅳ

尿蛋白

GLP-1受容体作動薬投与

急速進行性糖尿病腎症（のみ）は

その進展阻止が可能な時代に

H23(2011)



非把握
アルブミン測

定率

１５％

2005（平成17）年～
戦略研究への期待？

・3・4期の療法開発
・2期を戦うワークフロー
・10年程度で実地稼働



H24年診療報酬
改定新設 2012

重症化予防（3次予防）限定

政策意図を反映した診療報酬
・腎症3・4期で戦える＝重症化予防療法を！（一般公募）
・とにかく（尿検査をして）2期を把握して！（そして戦って！！）
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2016年で透析

腎
機
能

糖尿病性腎症3・4期は、ｅＧＦＲが直線的に減少。直線回帰式を求め、傾き（ΔeGFR）を算出
ΔeGFRによりトリアージ (急速進行性糖尿病腎ΔeGFRが５/年以上低下) ＆透析導入時期予測

臨床アウトカム指標にも
（マンスリーに変化）

治療開始

ｅＧＦＲ低下率（PG)

治療が上手くい
けば３～６か月
でアウトカムが

出る

『急速進行性糖尿病腎症』 の抽出

ΔeGFRと名付け
無料ソフト化



インクレチンの腎保護・腎機能改善作用
リラグルチド投与（１年間）のΔｅＧＦＲに及ぼす影響

投与前（１～３年間） 投与後（１年間）

-6.58± 1.50

0.33± 1.88

P<0.01

Δ
ｅ
Ｇ
Ｆ
Ｒ
（
1
年
間
の
ｅ
Ｇ
Ｆ
Ｒ
の
変
化
量
） 年間 6.6低下していたｅＧＦＲの減少を阻止した。

塩分過剰摂取（１４～
１６ｇ/日）の結果、リラ

グルチドが効かず、
人工透析となった。

提供 平井愛山



糖尿病透析予防指導管理（３５０点介入）の有無による塩分摂取量（ｇ／日）の層別分析

p=0.0461

N=29

塩分摂取の層別化
高：１４ｇ／日～
中：１１～１４ｇ／日
低：～１１ｇ／日

調査方法：ＢＤＨＱ

『食事改善』 糖尿病性腎症の透析防止（生活習慣病の重症化予防）は
適切な投薬＋生活習慣の改善が不可欠

＊患者サイドの動向と問題点

・院内では どうであれ 『はい』としか言わない

減塩が実践できない
患者群＝生活習慣
改善が困難な群

院内指導が効かない

（生活習慣改善困難）
群が事後的に分かる

のでは遅い！

院内指導の限界
院内と連携する院外指導
機能の確保が必須

保健師と連携した指導

減塩できているかどうかの
リアルタイム把握が必要

推定塩分摂取量！

（医療機関において）糖尿病性腎症患者で保健指導を要すると判断・生活習慣改善が困難な方（P.９）

かかりつけ医は、病歴聴取や診察、保険診療における検査等により対象者の病期判断、循環器疾患等
のリスクや糖尿病合併症（網膜症等）の状況を把握し、本人に説明するとともに、保健指導上の留意点
を保健指導の実施者に伝えることが求められる。（改定プログラムP.11)

要院内・外連携指導
対象者の２～３割



次の課題は「地域モデル」



5年以内に透析に移行する可能性のある例

（H26～H31の間に透析に移行すると予測される例）

6%

94%

５年以内に
透析へ

現時点では透析リスク無
半年毎にデータ更新していれば
このゾーンからは新規透析導入

は出ない （データが無いところ
からは出る）

データベース登録者：1565名中 86名が

リストアップ １次抽出（1次トリアージ）

地域中核病院：５～６％
クリニック：２～３％
特定健診（未受診）：0.2％程度

ハイリスクアプローチ対象外

２次抽出（2次トリアージ）
介入対象者の個別検討



年度
新規
申請者
数

糖尿病性
腎症

慢性
腎不全

腎炎
急性
腎不全

高血圧
性
腎症

腎硬化
症

急速進行性
腎炎の疑い

IgA腎症

H19 11 7 3 1

H20 16 10 4 2

H21 11 6 1 1 1 1 1

H22 16 9 5 2

H23 12 7 1 1 3

H24 14 7 3 3 1

H25 11 5 2 1 1 2

H26 16 3 4 2 2 5

H27
７月現在

5 1 3 1

人工透析新規導入者の原因疾患別推移

政策意図を反映した診療報酬

＜腎症3・4期の重症化予防療法を！＞
（一般公募）

24年診療報酬
改定 新設

26・28・30年
改定 維持

122 129 115 108 
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H24 H25 H26 H27

百万円 人工透析の医療費推移

219
210 19719

糖尿病性腎症による年間新規透析導入患者数の減少



国　名 地域
新規透析導入に占める糖
尿病性腎症の比率
(％)：2011年

塩分摂取量(g/
日)：2010年

肥満者の頻度
（％）WHO-2006

シンガポール 東アジア 60.7 13.0 6.9
マレーシア 東アジア 59.1 9.0 16.3
韓国 東アジア 47.1 13.2 3.2
香港 東アジア 46.0 12.2 2.9
台湾 東アジア 45.7 9.9 4.0

フィリッピン 東アジア 45.1 10.9 4.3
日本 東アジア 44.6 12.4 3.1
アメリカ 欧米 44.0 9.1 33.9

アイスランド 欧米 39.4 9.1 22.4
カナダ 欧米 35.3 9.4 23.1

フィンランド 欧米 35.1 9.7 15.7
ポルトガル 欧米 33.5 10.7 14.2
タイ 東アジア 32.6 13.4 7.8

クロアチア 欧米 32.0 9.4 22.3
チェコ 欧米 30.0 10.1 15.1

オーストリア 欧米 29.0 10.0 11.0
ギリシャ 欧米 27.0 9.5 22.5
デンマーク 欧米 26.7 8.3 11.4

ボスニア・ヘルツエゴビナ 欧米 26.0 8.8 21.7
イギリス 欧米 25.6 9.1 22.7
スエーデン 欧米 24.3 9.2 12.0
スペイン 欧米 24.3 10.2 15.6
フランス 欧米 21.8 9.5 16.9
セルビア 欧米 21.8 9.3 17.4
ベルギー 欧米 20.8 8.7 10.8
オランダ 欧米 15.9 8.4 10.0
ノルウェー 欧米 14.3 9.6 10.0
ルーマニア 欧米 13.1 10.4 8.6

2020年 生活習慣病の
重症化予防の

塩分摂取目標量６ｇ



「幹事団体」
日本医師会、
日本糖尿病学会、
日本糖尿病協会、
日本歯科医師会、

「構成団体」
健康保険組合連合会、
国民健康保険中央会、
日本腎臓学会、
日本眼科医会、
日本看護協会、
日本病態栄養学会、
健康・体力づくり事業財団、
日本健康運動指導士会、
日本糖尿病教育・看護学会

平成28/4/20(2016) 厚生労働省・日本医師会・関係学会等

「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を策定



GLP-1、SGLT2阻害剤 （ARB）

発症予防（1次予防）
＋重症化予防（3次予防）

としての『減塩』

(P.12  図表6) 腎症３・４期
腎排泄型薬剤の見直し・変更

2016（H28）/4 糖尿病性腎症重症化予防プログラム P.14、改定版P.28
2019（H31）/4改定

医療（必要条件）
＋生活習慣改善（十分条件）
⇒医療と行政（保健師）の協働



2012（24年）診療報酬改定 新設

2016（28年）診療報酬改定

医療が認識・把握していないこと（EX:糖尿病性腎症病期、eGFR値等）は レセプトデータベース
（KDB）でも 問い合わせでも 判らない ⇒ 特定健診における「eGFR測定」を必須化

保険診療内で 糖尿病性腎症４期の治療が可能である
＆算定可能な医療機関が既に存在する と
国が認定し 医療界に更なる実践を要請した ということ

行為に対する報酬ではなく アウトカムに対する報酬



今日お話しすること

１．糖尿病性腎症重症化予防 政策展開 １
国策化の経緯 ～2016

２．糖尿病性腎症重症化予防 政策展開 ２
実地化の経緯 2017～



糖尿病性腎症重症化予防プログラム 初版 P.14、改定版P.28

欠陥
保険診療薬が無い
（治験のガイドラインが無い）

H29/12/14～H30/7/12

腎疾患対策検討会
（健康局主管）

保険局主管



JDOIT-3で行った厳格な糖尿病治療は、糖尿病における合併症発症（２次予防）を

有意に減少させたが、合併症のイベント発生（３次予防）は 著しい減少が見られなかった。
www.thelancet.com/diabetes-endocrinology   Published online October 24, 2017   

日本腎臓学会 柏原理事長 CKDを包含する新概念（DKD)を作り 腎臓学会が対応
期待する 腎保護薬は GLP-1、SGLT2阻害薬、RT-402

厚労省福田健康局長 学問による研究成果は、それだけではリアルワールドでは
適用できないことが多い。・・・・・・早期に地域実践に至ることを期待したい。

日本糖尿病学会 門脇理事長

⇒ 糖尿病医から腎臓医への「紹介基準」を両学会合意のもとに公表

検討会H29/12/14開始前の内容公表



柏原腎臓学会長 ：日本腎臓学会は 2年以内に腎保護薬を作る！
その為に エンドポイントを変更（透析になったかどうか⇒ eGFR低下率（％））

医薬・生活衛生局 山本医薬品審査管理課長 ： リアルワールドのデータを早く！

腎保護薬の治験
⇒保険収載に目途
（ガイドライン変更）

「糖尿病性腎症重症化
予防プログラム」を実践
する「地域システム」の
原則を規定＝重症度に
応じた受診先の最適化
（慢性疾患管理にも
医療連携が必要）

2018（H30)2/28発行の
日本医師会会報に同梱
全医師会員へ通知済
2018/7の腎疾患対策検
討会報告書にも掲載

検討会途上の結論公表 H29/12/14～H30/7/12



28年診療報酬改定

30年診療報酬改定

．糖尿病透析予防指導管理料の腎不全
期患者指導加算について、対象患者を、

腎不全に至っていない高度腎機能障害
の患者に拡大するとともに名称の見直し
を行う。

現 行 改定案

【腎不全期患者指
導加算】

［名称］

［算定対象］
腎不全期（eGFRが
30mL/min/1.73㎡未
満）の患者

【高度腎機能障害
患者指導加算】

（名称変更）

［算定対象］

eGFRが

45mL/min/1.73㎡未
満の患者

腎症4期＋３ｂ期に戦線拡大！

日本腎臓学会 日本糖尿病学会

糖尿病性腎症重症化予防の政策
医療側 「診療報酬」＆「腎疾患対策検討会報告書」

行政側 「糖尿病性腎症重症化予防プログラム改定版」 医療計画、保険者努力支援・・・



当初版P.14 改定版P.25

医療機関の院内指導だけでは 生活習慣改善
が困難な患者を 保険者保健師（行政）が院外

指導で協働する ⇒ 「医療システム」

保険者（行政）が 全てのケースで医療機関と
共に透析ハイリスク者の抽出・管理を行い、

連携し治療の最適化を行う⇒「地域システム」

プログラム改定版P.23

プログラム改定版2ページ

プログラム改定版P.3



透析予防の「地域システム」要件

①地域に糖尿病性腎症を停められる専門医・専門医療機関が存在する

・専門医 ・・・？ ？ ？

・糖尿病透析予防指導管理料（350点）算定医療機関

＝糖尿病性腎症の管理をしている病院

・高度腎機能障害患者指導加算（100点）算定医療機関

＝糖尿病性腎症3.4期で改善アウトカムを出している医療機関

②地域全体の透析予備軍が把握が出来る

・かかりつけ医を含む地域受診者のeGFRデータ収集

＋保険者データ（特定健診データ）の収集

③重症度に応じた受診先最適化

・抽出された透析予備群を 専門医療機関に運ぶ「地域システム」

④3要件を統合し、運営できる（医師会・保険者・専門医療機関の）「協議会」

2018/8

「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」の地域実践例・アウトカム事例の勉強会



達成すべき成果目標（KPI）及び評価指標 2018/7 腎疾患対策検討会報告書 6ページ
（b）かかりつけ医、メディカルスタッフ、腎臓専門医療機関等が連携して、CKD患者が早期に適切な診療を受けられるよう、地域における
CKD診療体制を充実させる。
（評価指標）
・紹介基準に則った腎臓専門医療機関への紹介率
・腎臓専門医療機関からかかりつけ医等への逆紹介率
・地域におけるCKD診療を担う、かかりつけ医等の医療従事者数等
（c）2028年までに、年間新規透析導入患者数を35,000人以下に減少させる。（2016年の年間新規透析導入患者数は約39,000人）
（評価指標）
・新規透析導入患者数について、2016年比で、５年で５％以上減少、10年で10％以上減少を達成する都道府県数等
その際、地域の実情に応じて、人口当たりの導入患者数や、年齢調整、原疾患別の評価等を行うことも有用と考えられる。

（イ）課題 2018/7 腎疾患対策検討会報告書 7ページ
・CKDは生命を脅かし、患者数も多い疾患であること、治療可能であること、早期発見・早期治療が重要であること等のCKDの正しい認
識及び知識が十分普及していない。

・医師、メディカルスタッフ、行政機関、CKD患者、国民全体、高齢者、小児など、対象に応じた普及啓発内容の検討が十分とはい
えない。
・普及啓発活動の実施状況の把握や効果の評価・検証が十分とはいえず、効果的な普及啓発活動が実施されていない。

・医療従事者、関連学会及び行政機関等において好事例が十分に共有されておらず、好事例の横展開が十分に進んでいない。



2016.12. 減塩セミナー （仙台）

2017.2     重症化予防研修会（県庁主催 県3師会向け）・・・別途 栄養士会も

2017.4～ モデル事業対象エリアの選定

2018.4～ 置賜モデル事業開始（平井先生・松本 アドバイザー） 年4回の集合研修

主催 県保健所（置賜保健所長が座長）

参加者 置賜総合病院、６自治体保健師、県庁、国保連、協会けんぽ

内容 平井先生と松本の講義・地域事例紹介

2019.4～ 内容 平井先生：「臨床カンファレンス」 カルテに基づくケースカンファレンス

松本：「地域カンファレンス」 レセプト・特定健診データに基づく演習

(山形大学・県立栄養大学・地元医師会長の参加も）

2020.4～ 地元勢による 臨床カンファレンス＋地域カンファレンス （Zoomアドバイス）

山形県 重症化予防モデル事業の経緯

山形県 重症化予防モデル事業の特徴

・県保健所主導 （中核病院、郡市医師会、自治体行政の調整も担う）・・・県の事業予算

・当初より県内横展開を睨み、重症化予防の骨格と地域毎の作り込みを分けて議論
→６自治体を３エリアに分けて連携網構築へ（医師会単位）

・参加自治体は 特定健診での推定塩分摂取量測定や尿中アルブミン測定の順次導入

・山形国保連 疾病管理MAP導入 自治体向けに 特定健診データから 5年以内の透析導入
見込み者抽出のデータサポート開始 （2019.11.山形国保連による県内自治体向け研修会）

地域事例紹介 ～ 山形県糖尿病性腎症重症化予防モデル事業







毎食 写真に撮ることにより 患者自身の気付き
（＝食事の客観視＆指導内容の理解）に繋がった

「地域カンファレンス」のアウトカム：地域連携（中核病院・医師会・自治体保健師・保健所連携）の
フォーメーション＆フォーマット



今日お話しすること

１．糖尿病性腎症重症化予防 政策展開 -１
国策化の経緯 ～2016

２．糖尿病性腎症重症化予防 政策展開 -２
実地化の経緯と地域事例 2017～

３．重症化予防政策
今後の展開（見込み） 2020～



DPC

国策としての （慢性疾患）重症化予防＆データヘルス

重症化予防

（高度）急性期入院患者
の「見える化」

外来患者の
「見える化」

月間介護費用 年間介護費用
要介護5 ¥360,650 ¥4,327,800
要介護4 ¥308,060 ¥3,696,720
要介護3 ¥269,310 ¥3,231,720
要介護2 ¥196,160 ¥2,353,920
要介護1 ¥166,920 ¥2,003,040
要支援1.2 ¥77,380 ¥928,560

退院調整
（介護・福祉等行政と
連携し 受け皿整備）

生活の場における
生活習慣改善・維持

外来に留め 急性期イベント（手術・入院）に持ち込まない ＝慢性疾患の『重症化予防』



• がん

• 脳卒中

• 急性心筋梗塞

• 糖尿病 平成１９年(2007)

• 精神疾患 平成２５年(2013)

虚血性心疾患の減少
2019.12.1. 循環器病対策基本法
政府が「循環器病対策推進協議会」を設置し基本計画を策
定することを明記
それを受け 都道府県別に策定することも明記

基盤の整備として、循環器病に関する診療情報の収集や
それを活用するための公的な枠組みの構築

2020.10.27. 循環器病対策推進基本計画

JMAP虚血性心疾患重症化予防（PCI予防）開発済
厚生労働省勉強会済、日本循環器学会調整 済

精神疾患：地域医療化＆重症化予防

2017.9.28.「精神保健福祉法改正案」 廃案
相模原市の障害者施設殺傷事件(2016/7)・冒頭解散

フレイル重症化予防（薬害性＋ COVID-19）開発加速

H25/10
2013



「糖尿病性腎症 重症化予防政策」

１次予防（発症予防）

２次予防（合併症予防）

３次予防（透析予防）

健常者・糖尿病予備群

糖尿病発症（高血糖）

糖尿病性腎症発症と進展

糖尿病性腎症による透析導入

予備軍 1000万人（国民栄養調査）

発症者 1,000万人← 470万人(1980)

通院者 316万人（患者数調査）

透析者 32.5万人← 3.6万人(1980)

糖尿病性 ４４％ ← 16％(1983)

腎症合併者の人数 ？？？
腎症病期ごとの人数 ？？？

＜糖尿病性腎症重症化予防 プログラム＆地域医療計画 水際作戦＞

団塊世代の圧力が減るのが先か？ 国民皆保険が崩壊するのが先か？
ここ１０年数間のチキンレースに 間に合う 『水際作戦』に地域資源を集中

行政（従来通り）

医療（従来通り？）
尿中アルブミン測定！

医療＋行政
地域総がかり

改定版
P.4

全世代型社会保障検討会議中間報告（案） 令和元年１２月１９日 全世代型社会保障検討会議
（１）保険者努力支援制度の抜本強化
保険者努力支援制度は、保険者（都道府県と市町村）の予防・健康づくり等への取組状況について評価を加え、保険者に交付金を交付する仕組みである。

先進自治体のモデルの横展開を進めるために保険者の予防・健康インセンティブを高めることが必要であり、公的保険制度における疾病予防の位置付け
を高めるため、保険者努力支援制度の抜本的な強化を図る。同時に、疾病予防に資する取組を評価し、①生活習慣病の重症化予防や個人へのインセン
ティブ付与、歯科健診やがん検診等の受診率の向上等については、配点割合を高める、②予防・健康づくりの成果に応じて配点割合を高め、優れた民間
サービス等の導入を促進する、といった形で配分基準のメリハリを実効的に強化する。



お問い合わせ先

（社）日本慢性疾患重症化予防学会（JMAP)

専務理事 松本 洋

HP: http://jmap.or.jp/

Mail ： h.matsumoto@jmap.or.jp

FAX ： 03-6431-8241 TEL ： 03-6869-8314

http://jmap.or.jp/

